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１ 主旨 

 区ではこれまで、コロナ禍や物価高騰による地域経済ひいては区民生活への影響等を踏

まえ、区内経済の活性化（中小個店支援）、区民生活の安定化（生活者支援）及び電子決

済定着による産業効率化（地域社会DX）を目的に、世田谷区商店街振興組合連合会（以

下、「商店街振興組合連合会」という。）が実施するせたがやPayの運営を支援してき

た。 

社会経済状況の不確実性は依然としてきわめて高く、経済・物価動向を注視しつつ、必

要に応じて機動的な激変緩和策の措置を検討する一方で、平時を見据え、「世田谷区地域

経済の持続可能な発展条例」（以下、「発展条例」という。）で掲げるとおり、経済的発

展と非経済的価値の両立による「地域経済の持続可能な発展」に向けた取組みに重心を移

す必要がある。 

したがって、令和6年度当初予算を活用したせたがやPay支援事業については、「持続

可能な経済循環で実現する世田谷のウェルビーイング」というビジョンのもと、（１）区

内商店街等の中小個店支援策（区内経済循環誘導施策）【経済的発展】、（２）ウェルビ

ーイング向上に資するデジタル地域通貨としての発展【非経済的価値】の両軸による地域

経済循環を推進し、以て発展条例が理念として掲げる「地域の持続可能な発展」ひいては

「豊かな区民生活の実現」を目指す。 

＜令和6年度事業における2つの軸＞ 

（１）ポイント還元による消費者・中小個店支援（区内経済循環誘導施策）【経済的発展】 

・消費者へのポイント還元という経済的メリットを呼び水に、域内での継続的な消費喚

起を後押し、且つ域外への消費流出を抑止することで地域経済循環を推進 

・商店街等を中心とする地域活性化の取組みや、個店の魅力の掘り起こしを促進 

（２） ウェルビーイング向上に資するデジタル地域通貨としての発展【非経済的価値】 

・区民の行動変容を促す行政施策のインセンティブとして、分野横断的な利活用を促進 

・シティプロモーションや税外収入確保に資するツールとして展開 

(付議の要旨) 

令和 6年度におけるせたがや Payの運営支援及び活用について、経済的発展と非経済

的価値を両立した「デジタル地域通貨による地域経済循環」の持続可能な発展を念頭に

置き、年間を通じてポイント還元支援を実施することを決定する。 
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２ 経済的背景 

政府は経済財政運営に係る基本的態度として、30年来続いてきたコストカット型経

済から持続的な賃上げや活発な投資がけん引する成長型経済へ変革するため、変革を力

強く進める供給力の強化策と不安定な足元を固め物価高を乗り越える生活実感の改善策

により、投資と消費の力強い循環につなげるべく「デフレ完全脱却のための総合経済対

策～日本経済の新たなステージにむけて～」（令和 5 年 11 月 2日閣議決定）及びその

裏付けとなる令和 5年度補正予算を迅速かつ着実に執行するとともに、「令和 6年度予

算編成の基本方針」（令和 5年 12 月 8日閣議決定）や今後策定する「令和 6年度の経

済見通しと経済財政運営の基本的態度」も踏まえ、令和 6年度政府予算案を取りまとめ

るとしている。 

また、日本銀行は令和 5 年 12月に開催された金融政策決定会合において、日本経済

は緩やかに回復し、先行きも緩やかに回復を続けるとみているものの、リスク要因とし

て、海外の経済・物価動向、資源価格の動向、企業の賃金・価格設定行動など、経済・

物価を巡る不確実性は引き続き、きわめて高いと評価している。それらを踏まえたうえ

で、先行きの金融政策運営の基本方針については、内外の経済や金融市場を巡る不確実

性がきわめて高い中、経済・物価・金融情勢に応じて機動的に対応しつつ、粘り強く金

融緩和を継続していくことで、賃金の上昇を伴う形で 2％の物価安定目標を持続的・安

定的に実現することを目指していくとしている（図表 1～3「消費者物価指数、企業物

価指数の推移」参照）。 

「物価安定の目標」の実現には、来年度以降も賃上げが継続して行われることが重要

であるため、中小企業を中心とした企業の賃上げ動向について注視する必要があるが、

厚生労働省が発表する実質賃金指数は、11月速報において前年同月比 3.0％減少し、依

然として物価高に賃金上昇が追いつかない状況が続き、20か月連続で実質賃金は目減

りしている（図表 4参照）。 

さらに、コロナ関連融資（ゼロゼロ融資）の返済開始時期のピークは既に到来し、次

のピークは令和 6年（2024年）4月が想定され（図表 5参照）、令和 5 年 11月の全国

企業倒産（負債額 1,000万円以上）は前年同月比 38.8％増の 807件であり、20か月連

続で前年同月を上回っており（図表 6参照）、中小企業・小規模事業者を取り巻く経営

環境は依然として楽観視できない状況が継続している。 
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（図表 1）消費者物価指数（都区部）（2020 年＝100）    （図表 2）消費者物価指数（都区部）前年同月比（％） 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省 消費者物価指数               出典：総務省 消費者物価指数 

 

（図表 3）企業物価指数（総平均）（2020年＝100）     （図表 4）名目賃金指数及び実質賃金指数 

及び前年同月比（％）                  （事業者規模 5人以上）（前年同月比％） 
  

 

 

 

                                   

 

 

 

 

出典：日本銀行 企業物価指数              出典：厚生労働省 毎月勤労統計調査 

 

（図表 5）コロナ関連融資の返済開始時期の実績と見通し   

（2023 年 3月末時点）                 （図表 6）倒産の状況（中小企業倒産件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

出典：中小企業庁 中小企業政策審議会金融小委員会資料  出典：株式会社東京商工リサーチ 

 

 

３ これまでの取組みと評価 

（１） 事業開始（令和 3 年 2月）～令和 4年度事業について 

せたがや Pay事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により大きな経済的損失を被

った小売業、飲食業などの個店を支援する「個店支援プロジェクト」の一環として、令

和 3 年 2月より開始した。 

当初は「電子商品券」の側面が強調され、紙商品券事業（令和 2年度予算措置「世田
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谷個店応援券」、令和 3年度予算措置「世田谷生活応援券」）と並行する形で、コロナ

禍、物価高騰に係る激変緩和に資する消費喚起策として実施されてきたが、せたがや

Payの加盟店舗数やユーザー数、利用額が増加し、その認知の裾野が広がる中で、徐々

に紙商品券からせたがや Payへ段階的に移行し、中小個店デジタルプラットフォームの

基礎が構築された（図表 7参照）。 

（図表 7）せたがや Pay による中小個店デジタルプラットフォーム（従前の紙商品券電子化の当初イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、事業開始から直近に至るまで、コロナ禍や物価高騰といった社会経済状況の時

機を捉え消費喚起策を機動的に実施することで、事業目的を達成してきたものと評価し

ている（図表 8参照）。 

（図表 8）社会経済状況に連動した消費者物価指数総合（都区部）（2020年＝100）の推移及び主な区消費喚起策 
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（２） 令和 5年度事業について 

① 経済的発展に係る評価 

令和 5年度夏季（7月～8月）に実施した消費喚起策において、同期間に投資した

4億 7,000万円（速報値）の公金に対して、総額 16 億 2,700万円の消費喚起等事業効

果額、さらに 17 億 1,300万円の経済波及効果額が生じたと推計し、十分な経済効果

を創出したと評価している。 

また、令和 5年度においては継続的な「区内経済循環誘導施策」とスポットでの

「消費喚起策」を併用実施することで、新たな消費を短期的に喚起する政策から、継

続的に区内消費に誘導する政策へと重心を移した結果、一定の固定ユーザーと決済数

を確保し区内経済の安定を下支えしていると考えられる（別紙参照）。 

《夏季消費喚起策の消費喚起等事業効果》 

事業効果額の内容 金額 対公金の倍率 

公金投資額（夏季消費喚起策に投じた付与ポイント額／速報値） 470,000千円 ― 

消費喚起等事業効果総額（消費喚起効果＋区外流出防止効果） 1,627,000 千円 3.46倍 

経済波及効果額（生産波及効果額） 1,713,000 千円 3.64倍 

《せたがや Pay関連数値 ※令和 5 年 12月末時点（別紙参照）》 

せたがや Pay関連数値の内容（令和 5 年 12 月末時点） 数値 

加盟店登録店舗数（店舗） 5,093店舗 

ユーザ

ー数 

累積アプリダウンロード数（令和 3年 2月～）（件） 338,282件 

令和 5年度平均アクティブユーザー数／月（人） 75,941人 

加盟店

売上額 

累積売上額総額（令和 3 年 2月～）（千円） 20,359,864 千円 

令和 5年度平均売上額総額／月（千円） 925,827千円 

令和 5 年度中小企業・小規模事業者※の平均売上構成割合（％） 96.4％ 

※中小企業基本法上の中小企業・小規模事業者等に該当する店舗 

 

② 非経済的価値に係る評価 

令和 5年度は主に区民の行動変動を促すインセンティブとして、商店街振興組合連

合会及び他所管と横断的に連携し行政施策での利活用を促進し、「経済的発展」と

「非経済的価値」の両立を目指す事業を徐々に展開し始めている。 

《令和 5年度における主な行政施策連携事例》 

連携先所管 施策名 施策概要 

政策経営部 

ふるさと納税 

※返礼品 

：総務省が定める地場

返礼品規定に該当する店舗（現在約 2,900 店舗該当）へ

の消費とともに、世田谷区へ来街する導線として利用。 

・令和 4年度寄附総額（11月～3月） 
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産品基準をクリアした

加盟店舗で利用できる

「ふるさとポイント」 

：14,470 千円、343件 

・令和 5年度寄附総額（4月～12月） 

：30,561 千円、621件 

保健福祉 

政策部 
健康ポイント事業 

国民健康保険被保険者の健康づくりや、健康意識と健康

習慣の醸成を目的とした施策。7月より参加受付開始

し、今年度の参加申込は終了。 

高齢福祉部 

高齢者外出インセン

ティブ事業（ポイン

トラリー） 

高齢者のフレイル予防機会を創出することを目的とした

ポイントラリー事業。10 月より事業試行開始、令和 6年

3月 29日まで実施予定。 

環境政策部 
省エネ・再エネポイ

ントアクション 

電気、ガスの使用量削減や環境性の高い再生エネルギー

電力への切り替えといった区民の行動変容を促すことを

目的とした施策。6月より参加受付開始。 

区互助会 
福利厚生（リフレッ

シュポイント） 

「リフレッシュポイント」（区互助会の基準に適合した

店舗で利用できるポイント）を創設。10,000 ポイント分

の「リフレッシュポイント」と交換可能。 

 

４ 令和 6年度の取組み（案） 

（１） 消費者・中小個店等支援策（ポイント還元事業支援）【経済的発展】 

・令和 6年度も物価高騰と需要抑制、世界経済の鈍化へのリスク等が潜在。経済・物価

動向を注視しつつも、あくまで平時を見据えた制度設計とする。 

・「重点支援地方交付金」追加による生活者・事業者への速やかな支援策を提供する主

旨から、令和 5年度第 4次補正予算を裏付けとし、令和 6 年 2月～5月にかけてせた

がや Payを活用した「臨時消費喚起策」を支援する。 

・「臨時消費喚起策」終了後の 6月以降も、切れ目なく「区内経済循環誘導施策」を実

施支援することで、区内消費活性化と事業者の経営を継続的に下支えするとともに、

既存ユーザーの囲い込みや新規ユーザーの獲得、加盟店舗数増加によって、日常の決

済手段のひとつとしてせたがや Payを定着させる。（図表 10参照） 

《令和 6年度区内経済循環誘導施策 スキーム（案）》 

（イ）ポイント還元率 

 

 

 

 

（ロ）還元上限額 /月 1,000ポイント/月 

（ハ）事 業 実 施 期 間 令和 6 年 6 月 1日～令和 7 年 3 月 31日を予定 

※予算上限に達し次第終了 

店舗区分 還元率 

中小個店 5％ 

準大型店（コンビニ等） 2％ 

大型店 0％ 
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（ニ）ポイント有効期限 付与日から 6か月後の末日 

（図表 10）令和 5 年度から 6 年度にかけてのせたがや Payによる中小個店支援策実施イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ウェルビーイング向上に資するデジタル地域通貨としての発展【非経済的価値】 

・行政施策に係るインセンティブ活用を始め、せたがや Payを「各分野の課題解決に寄

与する横串」として分野横断的な展開を進める。 

・せたがや Payアプリの機能拡充や運用面での工夫を進め、「非経済的価値」を見える

化し、ユーザーや事業者のせたがや Pay利用シーンを拡大することによって、「デジ

タル地域通貨」としての側面をより成長させ、これまで誘引できなかったユーザーや

事業者を取り込み、せたがや Payの規模の拡大を図る。 

《今後検討予定の機能拡充メニューや運用面での工夫（案）》 

（イ）「ふるさと納税」との連携強化 

：現地決済型ふるさと納税機能の搭載（来街者・観光客の誘引やシティプロモー

ションの一環としての効果や、税外収入確保のツールとしての役割も期待） 

（ロ）「転々流通」による地域経済循環の加速 

：令和 5年度実装予定の「加盟店間決済アプリ」等の運用 

（ハ）「寄附文化」の醸成による利用シーンの拡大 

：令和 5年度実装予定の「寄附機能」の運用 

 

５ 令和 6年度経費見積り（当初予算分） 

商店街振興組合連合会に対する補助金 

補助金額合計 321,981千円（一部特定財源） 

《内訳》 

（１） 事業費（ポイント還元原資 補助率 10/10）  233,700千円 

1 2 3 4 5 6 7 8 …… 1 2 3 （月）

令和６年度せたがやPay事業

令和６年６月～令和７年３月（予算上限に達し次第終了）

最大５％（中小個店５％、準大型店２％、大型店０％）

区内経済循環誘導施策
令和６年４月～５月

月１，０００pt

事業費２．３億円

事業費２．６億円

最大5％

最大20％

最大10％
（中小・加入１０％、
中小・非加入８％、

準大型店５％、大型店０％）

月10,000pt

月10,000pt

臨時消費喚起策
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（内訳）区内経済循環誘導施策 233,700千円 

※計算式：月間コイン市場流通額A×期間中平均還元率B×10 か月分（令和 6 年 6 月 

～令和 7 年 3 月 

月間コイン市場流通額 570,000,000円  A×B 

A 月間支払者数 60,000 人 実績を基に算出 

B 月間支払金額（コイン分） 9,500円 実績を基に算出 

期間中平均還元率 4.1% 実績を基に算出 

（２） 事務費（事業実施に係る事務費 補助率 3/4） 78,281千円 

（主な経費）・委託費（事務局運営経費等） 27,887千円 

・役務費（セブン銀行、Bank Payチャージ手数料等） 47,515千円 

・需用費（広報宣伝費等）    2,879千円 

（３） 機能拡充経費（アプリ機能改修等に係る経費 補助率 10/10） 10,000千円 

（拡充検討案）現地決裁型ふるさと納税機能（アプリ内完結、即時付与）ほか 

（特定財源）東京都補助金 

 

６ スケジュール（案） 

《令和 5年度事業》 

令和 6 年 1月 「区内経済循環誘導施策」（最大 5％、1,000ポイント上限）実施 

2月 国の新たな総合経済対策に伴う「臨時消費喚起策（最大 20％、月間 

10,000ポイント上限）」実施（～令和 6年 3 月末まで） 

※令和 5年度第 4次補正予算等を活用 

《令和 6年度事業》 

 令和 6 年 4月 国の新たな総合経済対策に伴う「臨時消費喚起策（最大 10％、月間 

10,000ポイント上限」実施（～令和 6年 5月末まで） 

※令和 5年度第 4次補正予算を活用 

6月 「区内経済循環誘導施策」（最大 5％、月 1,000ポイント上限）実施 

（～令和 7 年 3月末まで） 

※令和 6年度当初予算を活用 

令和 7 年 3月 令和 6年度せたがや Payポイント還元事業終了 

 

７ 事業の持続可能性（サステナビリティ） 

商店街振興組合連合会が実施するせたがや Pay への支援にあたっては国や東京都の補助

金・交付金の動向を注視し、特定財源の積極的活用による区の一般財源負担の圧縮を図る

とともに、商店街振興組合連合会において事業の収益性の向上を図り、持続可能性を高め

ていく必要がある。 
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（１） 商店街振興組合連合会における換金手数料の現状 

せたがや Pay事業開始当初は、コロナ禍による中小個店の経営への甚大な影響に伴

い、激変緩和措置として中小個店については時限的に換金手数料収入負担を無料に設

定。新規加盟のハードルを引き下げ、より多くの中小個店参画の一助となった。 

令和５年５月から一部中小個店については換金手数料有料化を開始。それに伴い、事

務経費に係る補助率を低減（10/10補助→3/4 補助）し公金支出を抑制している。 

（２） 商店街振興組合連合会の令和 6年度における換金手数料の改定 

換金手数料率の設定については、大型店（大企業）と比較し資本力に劣後する経営規

模が小さい事業者の負担の抑制、まちづくりやコミュニティ形成等の公共的役割を担う

商店街への加入インセンティブ、他の電子決済手段との競争力等を勘案し、加盟店種別

に応じた換金手数料率を設定する。 

  （参考①）令和 6年度における加盟店種別及び換金手数料率改定案 

加盟店種別 商店街等会員 商店街等非会員 

中小個店 0％（ 0％） 1％（0.9％） 

準大型店（コンビニ等） 1％（1.5%） 2％（ 2％） 

大型店 2％（ 2％） 3%（ 3％） 

行政機関（外郭団体等含む） 0％（ 0％） 

※（ ）内が改定前の手数料率 

商店街等会員：商店街振興組合連合会加盟の商店街振興組合及び商店街連合会加盟の商店会若

しくは商業協組合の会員（賛助会員を含む） 

中 小 個 店：中小企業基本法上の中小企業や小規模事業者に該当する事業者など 

準 大 型 店：本社が世田谷区内に所在する地元資本の中小企業、コンビニなど 

大 型 店：共通商品券規約第６条に定義された大型店 

（参考②）上記手数料率改定案による収入試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年度当初予算（案） （単位：円）

事業費（ポイント原資） 233,700,000

コイン流通額（想定） 5,700,000,000 ※事業費／平均還元率4.1％（想定）

加盟店売上額（想定） 5,933,700,000 ※事業費＋コイン流通額

令和6年度換金手数料改定案及び換金手数料収入（想定）

改定前 改定後 改定後－改定前

中小個店（商店街加入） 0% 0%

中小個店（商店街非加入） 0.90% 1%

準大型店（商店街加入） 1.50% 1%

準大型店（商店街非加入） 2% 2%

大型店（商店街加入） 2% 2%

大型店（商店街非加入） 3% 3%

行政等 0% 0%

換金手数料収入（想定） 33,552,674 33,920,748 368,073
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８ 不正利用への対応 

 令和５年 11月に一部報道の通り、せたがや Payを利用し架空の商品売買を繰り返して

ポイントを詐取したとして、元加盟店の店舗管理責任者及び利用者が警視庁北沢警察署に

電子計算機使用詐欺の疑いで逮捕された。 

 システムによる不正モニタリング等により、本件不正利用を早急に確認・調査し未然に

被害を防止した上で、併せて警視庁北沢警察署に相談した結果、今回の逮捕に繋がったも

のであるが、令和 6年度以降もせたがや Pay 事業を継続し、それに比例して取引数・取

引額の拡大が見込まれる中、不適切・不正利用が発生する蓋然性は高い。システムの社会

的信望や加盟店及びユーザーの利益を守る観点から、商店街振興組合連合会と密に連携

し、不適切・不正利用に対し迅速かつ適切に対応することを念頭に、再発防止策の実施を

徹底し、さらに事業体制の強化を検討する。 

（１）システム利用者（ユーザー、事業者）への対応 

システムによる不正モニタリングの基準を厳格化し、検知された案件について不適

切・不正な利用に該当する可能性がある場合、商店街振興組合連合会により加盟店及び

利用者の利用状況等の調査や、該当者への聞き取り調査等を引き続き実施していく。 

規約違反の恐れがある加盟店・利用者についてはシステム利用及びサービス提供の一

時停止を措置し、また、調査の結果、悪質性が高く、商店街振興組合連合会や区だけで

の対応が困難な場合には、適宜、警察へ相談し連携を図っていく。 

（２）事業体制の強化 

  実施主体の商店街振興組合連合会、デジタル地域通貨プラットフォームを提供するシ

ステム委託事業者、そして補助金等支援を行なう区の三者連携体制を今後も維持し、三

者間の相互チェック機能や組織ガバナンスの強化を目的とした検討・協議を今後も重ね

ることで、事業の健全性を担保していく。 
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図表 2 せたがや Pay アプリダウンロード数・アクティブユーザー数推移（件） 

 

（参考）せたがや Pay関連数値の推移（令和 5年 12月末現在） 

（１）加盟登録店舗数 

：5,093店舗（内、アプリ掲載店舗数：4,796 店舗） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）アプリダウンロード数 

① 累積アプリダウンロード数：338,282件 

② 令和 5年度平均アクティブユーザー数（支払ユーザー数）：75,941件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 せたがや Pay加盟店登録・アプリ掲載店舗数推移（店） 

別 紙 
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図表 3 せたがや Pay各月支払額・累計額推移（千円） 

図表 4 せたがや Pay加盟店区分別の売上額構成割合（％） 

（３）加盟店売上額 

① 加盟店売上額総額の推移 

・加盟店売上額総額累計（令和 3年 2月～令和 5 年 12月）：20,142,030 千円 

・令和 5年度平均売上額総額／月（令和 5 年 4月～12月）：901,623千円／月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 加盟店売上額の内訳（中小企業・小規模事業者と大型店（大企業）の別） 

せたがや Payの加盟店売上額について、加盟店区分別の売上額の構成割合を算出す

ると、図表 4のとおり、令和 5年度（令和 5 年 12月まで）における中小企業・小規模

事業者（※）での売上額の構成割合は平均 96.4％であり、せたがや Payでの支払額の

大半が区内中小個店に裨益していることが分かる。 

 ※「大型店」・「行政等団体」を除く「中小個店」・「準大型店」区分が、主に、中小企業基本法上の

中小企業・小規模事業者に該当。 
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